
様式第４号（第17条、第18、第21条関係）

　（宛先）
滋賀県知事

提出者
住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

滋賀県栗東市伊勢落720

氏名（法人にあっては、名称および代表者の氏名）
ヤマト運輸株式会社　滋賀主管支店

主管支店長　水谷　竜也

第44条第３項において準用する同条例第25条第３項・
第46条第1項・ 第46条第2項において読み替えて準用
第45条第1項
第46条第2項において準用する同条例第45条第1項

　第44条第3項において読み替えて準用する同条例第25条第4項
　する同条例第44条第3項において読み替えて準用する同条例第25条第4項

の規定に基づき、

自動車管理計画 を 策定 （変更）
自動車管理報告書 を作成 しましたので、提出します。

　1　事業者に関する事項

　２　計画期間（および報告対象年度）

　３　計画（内容・実施状況）

注　用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とします。

県内事業所数 事業所27

自動車管理（計画・変更計画書・報告）書

令和 7 年 7 月  10 日

　滋賀県ＣＯ２ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例

事業者の氏名
（法人にあっては、名称およ

び代表者の氏名）

ヤマト運輸株式会社
代表取締役社長　　　阿波　誠一

事業者の住所
（法人にあっては、主たる事

務所の所在地）
東京都中央区銀座二丁目16番10号

県内自動車使用台数

自動車の使用に伴う
温室効果ガス排出量

t-ＣＯ２

台479

4862.1

計画の
（内容・実施状況）

　別添のとおり

報告対象年度

開始年度 終了年度計画期間 年度令和　　　　　８年度令和　　　　４

年度令和　　　6



標準様式第３号

　１　自動車の使用に伴う温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本的な方針

　２　取組の推進体制

　　備考　　組織図を記載し、役割分担および責任者の役職を記入してください。

（第１面）

ヤマトグループ環境方針

ヤマトグループは、将来にわたり豊かな社会を支える企業として、

環境保護に寄与する事業活動を行います。

持続可能な社会的インフラとして、環境に配慮した商品・サービスを

提供し、現代そして将来の世代の生活基盤である地球環境を守り、

健康で豊かな社会の実現に貢献します。

ヤマトホールディングス株式会社 取締役会

ヤマトグループ環境委員会 ヤマトグループ社会領域推進委

ヤマトグループ環境部会

グループ各社

各社環境委員会

ヤマト運輸株式会社

滋賀主管支店 環境管理者
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　３　自動車の使用に伴う温室効果ガスの排出の削減に関する取組の内容

備考　　現状や目標については、内容に応じ文章で表現しても構いません。

（第２面）

項目 取組の内容

目標達成確認指標

実施結果

現状 目標
CO2排出量

削減目標(%)

令和6年度の宅急便1個当た
りのCO2(原単位排出量）は
190.20ｇとなる。継続して
目標達成に向けて取り組みま
す。

より温室効果
ガス排出量が
少ない自動車

の導入

電気自動車の導入 導入台数
R4.3月末時

点
0台

20台
令和6年度に於いて電気自動
車を2台導入。引き続き目標
達成に向けて取り組みます。

外付けバッテリー型モバ
イル冷凍機Mobico(モ
ビコ)を集配車両へ導

入・搭載

導入台数

自動車使用の
合理化

自動ルート組みシステム
の活用により走行距離
の削減。併せてエコドラ
イブ推進により年間消費
燃料を削減する。この事
により宅急便1個当たり
のCO2(原単位排出量）
の削減を図る

原単位
CO2
排出量

Ｒ3年度
実績

203ｇ

182ｇ
（令和３年度
比　90.0％）

R4.3月末時
点

8台
20台

令和7年3月末時点での導入
台数は18台になりました。引
き続き目標達成に向けて取り
組みます。

次世代自動車
等の比率を増

やす取組

高車齢車両代替時に於
けるEV車両 の導入推
進

保有率
R4.3月末時

点
0%

4%
EV車両への代替が2台で
あった為、電気自動車の保有
率は0.41％となった。

従業員に対す
る自動車使用
に伴う温室効
果ガス排出削
減に関する教
育

安全・エコナビゲーショ
ン（Neco-Assi）から出
力される運転日報のアイ
ドリングならびに急動作
（急発進・急加速・急減
速）等のデータを活用
し、エコドライブを指導

エコドライブ
指導の実施

乗務後点呼時
各乗務員の発
生状況を分析

全運行車両数
に対して0.5
Ｈ以上のアイ
ドリングを発
生させた車両

比率

Ｒ3年度
実績

5.1%
2.5％以下

スタンバイユ
ニット搭載車

両

R4.3月末時
点　298台

400台

その他の取組

搭載台数
R4.3月末時
点　全集配車

両に搭載
搭載の徹底

安全・エコナビゲーショ
ン（Neco-Assi）を全集

配車両に搭載

アイドリングによる車載
冷凍・冷蔵庫の予冷を無
くす為、スタンバイユニッ
ト・サブバッテリー搭載

車両を導入
サブバッテ

リー搭載車両
R4.3月末時
点　150台

180台

乗務終了後に出力される運
転日報にて指導を実施。継続
して指導を行います。

冬期に於ける発生台数は目標
値をクリアしたものの、夏期
に於いて改善は進むも達成で
きず通年で3.2％となる。引
き続き目標達成に向けて取り
組みます。

Ｒ7年3月末時点
381台搭載済

Ｒ7年3月末時点213台に搭
載済。引き続き導入を進め
る。

合計

引き続き、全集配車両への搭
載を継続実施します。


